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事 業 者 排 出 量 削 減 報 告 書

「
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阪急電鉄株式会紅卜車―力
″        ~

代表取締役社長  角  和 夫
06  - 637駁 茎■三匡三座登L生_」

光発電システムを西宮北口駅に導入セ001年1月)
ネルギー車両の導入
WWイ ンバータ制御=セ 21両)界 磁チョッパ制御車{351両)
軽量車両 (アルミ車両409両)の 導入
・補助電源装置(静止型インバータ装置の使用)
車両運用での省エネ,レ十一 (使用電力HJ渡努力)
すエネ電気設備の導入
力客改彰用ヨンデンサ設備運用 (月平均2%電 力の有効利用)
行先表示器などへのLED式 の採用(2006年4月時点で43駅に設置)
高効率変E器 及び照明器具

枠郷うお″啓四

注 1該 当する日には レ印を記入してください。特定事業者以外の事業者の方はレ印の記入1ま不要です。

2 f基準年陶 とは計画胴円の前年度を  「目僚年Bt」とは計画幻lPTの最終年度を、 「報告年度」とは計画期lFlのうう 今 回毎害の対祭となる年度をいいま立

3 f事業所等排出区分」とは京都Fr内の亨来所等の事実活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温ヨ効果ガスを  「輸送車両排出区分」とは自動I選 送軍業者については使用のを拠の位歴を

京都店内とする車両の排出する運室効果打スを 鉄 道事業者については保有する貨物車両又は旅各革面の排出する温を効果ガスを 「その他排出区効 とは上記以外の京都府内における事米所宰

の事業活動に伴い発生する温室効果ガスをいいます

4「 その他の地球温暖化対策による温室効果イスの制法晏字」の実練については 計 画期側中の実績の累計を記入してください。
(例)グ リーン電力のけ入による温室効果ガスの路J演実淑が 18年 度6トンで19年度10トンの場合 19年 度の報告書の実類については 18年 BFと19年 度の実績を採計し15トンと記入

5 1待配目̀項Jに は 平 成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原期笠C02排出量 を エネ製品開発などlt者の温室効果ガス勝出削減への買献 グ リ
ーン調達の翌用 特 定

フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの すヽ減などを記入してください。

づ 撰遷撃鷲堤ズ
条例施行規則第104効 号又は郷 号該当事業者 伏 規模運送事業者 (トラック又はバスm合 以上/タ クシ判 m台 以上

「 不部F地 球温暖化対策条例施行規則第10条第
4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換第して3000ト ン以

平成 1 8 年 月 ～  平 成    20年 3月

たち 企 業活動を通じて
また、機能分担会社に環境負荷抵滅の取り組みを依頼し、グルー

止をはじめとする環境問題に積極的に取り組みために、平成 10年 8月 「環境委員会」を設置しましン
本部では、定期的な情報の交換を行うための会議体を設置しております。
は、阪神電気鉄道株式会社との経営統合に伴い、グループ全体の環境保全活動を統括する組織として、((18〉2006年10月には、阪神電気鉄道株式会社との経営統合に伴い、グループ全体の環境保全活動を統括する組織として、 「阪急阪紳ホ

ール

ィングス環境委員会」を設置しています。)

(VVVFイ ンバータ稿切 アルミ車両)への代警 (2揺成16可)〈(18〉lFSttS前)

(ラガールビジョン)及 び各観足転保安設備へのLED方 式採用 Kl》 11台)

(18)年 度(17)年 度 (19)年 度

〈二酸化炭素換算 〈r))

ネルギーを利用した

い て15)           171079 t

担 当 者 氏 名

フ ァクシ ミリ番号


